
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

160,858,452 2,333,528 163,191,980 3.5 161,775,187 0.9

公 営 住 宅 建 設 資 金 2,046,000 2,046,000 1.2 1,734,000 18.0

国 民 健 康 保 険 40,880,000 40,880,000 0.0 54,396,000 △ 24.8

後 期 高 齢 者 医 療 4,790,000 4,790,000 0.0 4,911,000 △ 2.5

公 園 墓 地 321,000 321,000 10.3 301,000 6.6

卸 売 市 場 785,000 785,000 0.0 770,000 1.9

用 地 取 得 16,000 16,000 0.0 19,000 △ 15.8

母子父子寡婦福祉資金 36,000 36,000 0.0 78,000 △ 53.8

介 護 保 険 33,005,289 33,005,289 0.1 32,712,106 0.9

公設合併処理浄化槽事業 293,000 53,642 346,642 18.3 283,000 22.5

宅 地 造 成 事 業 525,000 525,000 0.0 512,000 2.5

公 債 管 理 22,106,000 22,106,000 0.0 23,229,000 △ 4.8

小 計 104,803,289 53,642 104,856,931 0.1 118,945,106 △ 11.8

水 道 事 業 14,598,000 14,598,000 0.0 14,197,000 2.8

工 業 用 水 道 事 業 30,000 30,000 0.0 23,000 30.4

公 共 下 水 道 事 業 22,364,000 22,364,000 0.0 22,823,000 △ 2.0

農 業 集 落 排 水 事 業 1,185,000 1,185,000 0.0 1,131,000 4.8

田 野 病 院 事 業 1,091,000 1,091,000 0.0 1,083,000 0.7

小 計 39,268,000 0 39,268,000 0.0 39,257,000 0.0

304,929,741 2,387,170 307,316,911 1.9 319,977,293 △ 4.0

平成３０年度１２月補正予算案概要
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 52,293,000 52,293,000 32.5 32.0 

15 地 方 譲 与 税 1,406,000 1,406,000 0.9 0.9 

20 利 子 割 交 付 金 57,000 57,000 0.0 0.0 

21 配 当 割 交 付 金 112,000 112,000 0.1 0.1 

22 株式等譲渡所得割交付金 203,000 203,000 0.1 0.1 

23 地 方 消 費 税 交 付 金 7,881,000 7,881,000 4.9 4.8 

25 ゴルフ場利用税交付金 197,000 197,000 0.1 0.1 

30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 273,000 273,000 0.2 0.2 

33 地 方 特 例 交 付 金 293,000 293,000 0.2 0.2 

35 地 方 交 付 税 23,179,000 23,179,000 14.4 14.2 

40 交通安全対策特別交付金 106,000 106,000 0.1 0.1 

45 分 担 金 及 び 負 担 金 2,174,563 15,889 2,190,452 1.3 1.3 

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,934,302 1,934,302 1.2 1.2 

55 国 庫 支 出 金 33,161,615 717,071 33,878,686 20.6 20.8 

60 県 支 出 金 13,600,899 186,907 13,787,806 8.5 8.5 

65 財 産 収 入 352,506 352,506 0.2 0.2 

70 寄 附 金 523,602 523,602 0.3 0.3 

75 繰 入 金 5,990,201 5,990,201 3.7 3.7 

80 繰 越 金 460,989 536,961 997,950 0.3 0.6 

85 諸 収 入 2,838,575 2,838,575 1.8 1.7 

90 市 債 13,821,200 876,700 14,697,900 8.6 9.0 

計 160,858,452 2,333,528 163,191,980 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 720,017 720,017 0.4 0.4 

15 総 務 費 13,902,829 40,746 13,943,575 8.6 8.6 

20 民 生 費 75,808,077 2,327 75,810,404 47.1 46.5 

25 衛 生 費 11,793,791 57,782 11,851,573 7.3 7.3 

30 労 働 費 122,305 122,305 0.1 0.1 

35 農 林 水 産 業 費 5,095,390 5,095,390 3.2 3.1 

40 商 工 費 1,923,755 39,100 1,962,855 1.2 1.2 

45 土 木 費 16,590,047 248,800 16,838,847 10.3 10.3 

50 消 防 費 3,620,952 3,620,952 2.3 2.2 

55 教 育 費 11,861,189 112,180 11,973,369 7.4 7.3 

60 災 害 復 旧 費 195,268 1,782,593 1,977,861 0.1 1.2 

65 公 債 費 19,124,831 19,124,831 11.9 11.7 

70 諸 支 出 金 1 1 0.0 0.0 

75 予 備 費 100,000 50,000 150,000 0.1 0.1 

計 160,858,452 2,333,528 163,191,980 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】　 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

過誤納返納金

〔納税管理課〕
税収納システム改修事業

〔納税管理課〕
市県民税賦課事務費

〔市民税課〕
地域密着型サービス施設整備
等補助事業

〔介護保険課〕
夜間急病センター小児科管理
運営事業

〔保健医療課〕
宮崎市保健所・中央保健セン
ター施設等改修事業

〔保健医療課〕

県の内示に伴うもの
高齢者が住み慣れた地域の中で安心して暮らせるよう基盤整
備を図ることを目的として、地域密着型サービス事業所の整
備を行う事業者に対し、国の単価改正に伴う県の追加内示に
対応するため、開設準備に係る費用の一部を追加助成しま
す。

＜対象＞
・小規模多機能型居宅介護事業所
  1事業所(創設)
・小規模多機能型居宅介護事業所(サテライト)
  1事業所(改修)

＜補助単価＞
・開設準備　 補正前　621千円/宿泊定員数
　           補正後　800千円/宿泊定員数

※補正前　48,573千円　⇒　補正後　50,900千円

総務

25,000

○ 市税の過誤納による還付金が、当初の見込額を上回るため、
還付に要する過誤納返納金の所要額を増額します。

※補正前　220,000千円　⇒　補正後　245,000千円

406

○ 平成31年1月から導入を予定しているスマートフォンアプリ
を利用した納付納入サービスのＰａｙＢ(ペイビー)にて軽自
動車税を納付した方に対し、軽自動車の継続検査の際に必要
な納付済通知書(納税証明書)を発行するため、既存のシステ
ムの改修を行います。

※補正前　1,611千円　⇒　補正後　2,017千円

15,340

○ 地方税法等の一部改正により、平成31年度の個人住民税課税
から「配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し」等が適用さ
れるため、個人市県民税システムの改修を行います。

※補正前　52,253千円　⇒　補正後　67,593千円

民生 2,327
県
(10/10)

○

衛生

8,532

○ 宮崎市夜間急病センター小児科に設置している超音波診断装
置が導入から相当の年数が経過し、診療に支障を生じている
ため、機器の更新を行います。

＜事業内容＞
・超音波診断装置の更新

※補正前　14,100千円　⇒　補正後　22,632千円

2,100 市債

○ 保健所を利用する市民にとって安全で快適な環境を提供する
とともに、保健所建物の延命化を図るため、防水改修工事を
行います。

＜事業内容＞
・保健所２階屋根、３階休憩テラスの雨漏り箇所の防水改修
  工事
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

高岡福祉保健センターブロッ
ク塀安全対策事業

〔医療介護連携課〕
風しん抗体検査事業

〔健康支援課〕
プロスポーツ受入団体補助事
業

〔スポーツランド推進課〕
地域経済循環創造事業交付金
返還金

〔工業政策課〕
小学校ブロック塀安全対策事
業

〔学校施設課〕
中学校ブロック塀安全対策事
業

〔学校施設課〕

大阪北部地震後における国の通知に基づき、既存ブロック塀
の適法化により施設利用者等への安全確保を図るため、既存
ブロック塀の一部撤去・フェンス設置等による機能改善工事
を行います。

衛生

3,500 市債

○

6,336

○ 風しんへの感染を予防し、妊婦の感染による胎児の先天性風
しん症候群の発生を未然に防ぐため、市民が抗体価の有無を
確認できる抗体検査を実施します。

対象：妊娠を希望する女性とそのパートナー、妊婦のパート
　　　ナー
手段：医療機関における個別検査
期間：平成31年1月～3月

商工

7,000

○ 福岡ソフトバンクホークスの日本一を祝して実施される優勝
祝賀パレードを支援します。

＜事業内容(予定)＞
・日時：平成31年1月31日(木)
・パレードコース：市役所前～デパート前交差点～市役所前
・主催：福岡ソフトバンクホークス宮崎協力会

※補正前　35,800千円　⇒　補正後　42,800千円

32,100

○ 平成26年度に国から交付を受けた「地域経済循環創造事業交
付金」について、対象となった機械設備等が事業年度中に設
置されていなかったことから交付対象とならず、交付金が過
大に交付されていたとの会計検査院の検査報告がなされたた
め、本年度中に返還するための所要額を計上します。

・交付金元金　　　　32,100千円

教育

22,200

市債

○ 大阪北部地震後における国の通知に基づき、既存ブロック塀
の適法化により児童・生徒等への安全確保を図るため、主に
隣地境界を対象とした既存ブロック塀の撤去・フェンス設置
等による機能改善工事を行います。

【小学校】
＜事業内容＞
・境界確定業務委託：田野小、高岡小
・機能改善工事    ：大宮小、江平小、潮見小、内海小、
　　　　　　　　　  住吉小、大塚小、宮崎南小、江南小、
　　　　　　　　　  広瀬西小(9校)

※補正前　32,000千円　⇒　補正後　54,200千円

【中学校】
＜事業内容＞
・境界確定業務委託：宮崎東中、宮崎中
・機能改善工事    ：宮崎東中、宮崎中、宮崎西中、
　　　　　　　　　  宮崎北中、住吉中、赤江中(6校)

※補正前　35,000千円　⇒　補正後　62,600千円
27,600
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

小学校校舎空気調和設備整備
事業

〔学校施設課〕
中学校校舎空気調和設備整備
事業

〔学校施設課〕
予備費

〔財政課〕

(単位：千円)

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

災害廃棄物処理費

〔廃棄物対策課〕
道路維持補修費

〔道路維持課〕
公園施設管理事業

〔公園緑地課〕

【災害関連】

台風２４号により生じた浸水被害、暴風被害に対して、早期
の復興と生活環境の保全を図るため、災害廃棄物の適切な保
管及び処分を行います。

教育

19,980

市債

○ 空調設備の整備により夏季のさらなる快適な環境確保、児
童・生徒等の健康維持を図るため、整備導入方式に係る調査
業務委託及び普通教室についての実施設計業務委託を行いま
す。

【小学校】
＜事業内容＞
①ＰＦＩ導入可能性調査
　・ＰＦＩ方式と直轄工事方式を比較した費用対効果の検討
　・効率的な設計構想等の検討と収支想定額の算出
　・ＰＦＩ方式における民間事業者意向調査
＜対象校＞
実施設計対象校以外の30校

②実施設計
＜対象校＞
鏡洲小、青島小、内海小、七野小、古城小、瓜生野小、
倉岡小、穆佐小、大久保小(9校)

【中学校】
＜事業内容＞
実施設計
＜対象校＞
宮崎中、大淀中、大宮中、宮崎東中、宮崎西中、檍中、
青島中、清武中、田野中、住吉中、高岡中、生目中、
宮崎北中、本郷中、大塚中、東大宮中、生目南中、木花中、
生目台中(19校)

40,350

予備 50,000

○ 台風２４号、２５号による災害復旧に係る事業に充当するた
め、今後の自然災害等の不測の事態に備え、予備費を確保し
ます。

※補正前　100,000千円　⇒　補正後　150,000千円

衛生 37,314 国(1/2)

○

土木

241,800

○ 台風２４号、２５号によって被災した道路の災害復旧事業の
施工にあわせて、倒木撤去や防護柵設置、舗装打換など必要
な附帯工事を行います。

＜事業内容＞
・倒木撤去
・災害復旧に伴う附帯工事

※補正前　50,000千円　⇒　補正後　291,800千円

7,000

○ 台風２４号によって被災した公園施設の修繕、倒木の伐採、
処分等を行います。

＜事業内容＞
・被災施設の修繕
・倒木の伐採、処分、樹木剪定

※補正前　266,000千円　⇒　補正後　273,000千円
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

文化財緊急整備事業

〔文化財課〕
林業施設補助災害復旧事業

〔森林水産課〕
林業施設単独災害復旧事業

〔森林水産課〕
農地補助災害復旧事業

〔農村整備課〕

台風２４号によって被災した農地及び農業用施設の早期復旧
を図るため、国の補助事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工
事を行います。

＜負担割合＞
・農地：県50％(国50％)、市25％、地元25％
・農業用施設：県65％(国65％)、市35％

＜災害箇所：69か所＞
・旧宮崎市域：11か所
・佐土原町域： 4か所
・田  野町域： 9か所
・高  岡町域：36か所
・清  武町域： 9か所

※補正前　30,000千円　⇒　補正後　300,800千円

教育 2,050

○ 台風２４号によって被災した国指定史跡「佐土原城跡」の早
期復旧を図るため、倒木撤去等を行います。

＜事業内容＞
・佐土原城跡の倒木撤去等

※補正前　1,650千円　⇒　補正後　3,700千円

災害
復旧

26,000
県(1/2)
市債

○ 台風２４号によって被災した林業施設(林道等)の早期復旧を
図るため、国の補助事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工事
を行います。

＜負担割合＞
【公共災】
・測量委託：市100%
・工事費　：県 50%(国 50%)、市50%
【県単災】
・測量委託：県 50%、市50%
・工事費　：県 50%、市50%

＜地区別詳細＞
【測量委託】
・高岡町域：2か所
【工事費】
・高岡町域：6か所
・清武町域：1か所

　※補正前　10,000千円　⇒　補正後　36,000千円

16,500 市債

○ 台風２４号によって被災した林業施設(林道、椿山森林公
園、休養林遊歩道等)の早期復旧を図るため、国の補助事業
(災害復旧事業)の対象とならない箇所の復旧工事を行いま
す。

＜負担割合＞
　市100％

＜施設別詳細＞
【測量委託】
・林道：5か所
【工事費】
・林道：10か所
・休養林等：5か所
・市有林等：5か所

　※補正前　10,000千円　⇒　補正後　26,500千円

270,800

分担金
県(1/2・
6.5/10)
市債

○
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

農地単独災害復旧事業

〔農村整備課〕
補助災害復旧事業

〔スポーツランド推進課〕
単独災害復旧事業

〔スポーツランド推進課〕
ハイテクランド尾脇工業団地
災害復旧事業

〔工業政策課〕
補助災害復旧事業（現年災）

〔土木課〕
単独災害復旧事業

〔土木課〕
補助災害復旧事業（現年災）

〔道路維持課〕

193,800
分担金
市債

○ 台風２４号によって被災した農地及び農業用施設の早期復旧
を図るため、国の補助事業(災害復旧事業)の対象とならない
箇所の復旧工事を行います。

＜負担割合＞
・農地：市75％、地元25％
・農業用施設：市100％

＜災害箇所：301か所＞
・旧宮崎市域： 32か所
・佐土原町域： 35か所
・田　野町域： 70か所
・高　岡町域：131か所
・清　武町域： 33か所

※補正前　10,000千円　⇒　補正後　203,800千円

20,000
国(2/3)
市債

○ 台風２４号によって被災した久峰総合公園遊歩道の早期復旧
を図るため、国の補助事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工
事を行います。

＜事業内容＞
・法面復旧工事

5,200 市債

○ 台風２４号によって被災した久峰総合公園遊歩道の早期復旧
を図るため、国の補助事業(災害復旧事業)の対象とならな
い、復旧工事の測量設計業務委託を行います。

＜事業内容＞
・被災箇所の測量設計業務委託

9,000 市債

○ 台風２４号によって被災したハイテクランド尾脇工業団地調
整池の法面及び排水路の復旧工事の測量設計業務委託を行い
ます。

＜事業内容＞
・法面復旧に伴う測量設計業務委託

87,500
国(2/3)
市債

○ 台風２４号によって被災した河川の早期復旧を図るため、国
の補助事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工事を行います。

＜事業内容＞
・護岸が崩壊した河川の復旧工事

※補正前　54,500千円　⇒　補正後　142,000千円

14,000 市債

○ 台風２４号によって被災した河川の早期復旧を図るため、国
の補助事業(災害復旧事業)の対象とならない箇所の復旧工事
や、補助災害復旧事業の対象工事に係る測量設計を行いま
す。

＜事業内容＞
・被災箇所の測量設計業務委託
・土砂等撤去工事

※補正前　2,000千円　⇒　補正後　16,000千円

855,700
国(2/3)
市債

○ 台風２４号、２５号によって被災した道路の早期復旧を図る
ため、国の補助事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工事を行
います。

＜事業内容＞
・法面又は路肩が崩壊した市道の復旧工事

※補正前  50,000千円　⇒　補正後  905,700千円

災害
復旧
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

単独災害復旧事業

〔道路維持課〕
補助災害復旧事業

〔公園緑地課〕
単独災害復旧事業

〔公園緑地課〕
宮崎市高岡交流プラザ災害復
旧事業

〔高岡総合支所・地域市民福祉課〕

教育関連施設災害復旧事業

〔学校施設課〕

140,800 市債

○ 台風２４号、２５号によって被災した道路の早期復旧を図る
ため、災害復旧事業箇所の測量設計業務委託を行います。ま
た、国の補助事業(災害復旧事業)の対象とならない箇所の復
旧工事を行います。

＜事業内容＞
・被災箇所の測量設計業務委託
・路肩復旧工事
・土砂撤去工事

※補正前　2,000千円　⇒　補正後　142,800千円

84,100
国(2/3)
市債

○ 台風２４号によって被災した公園施設の早期復旧を図るた
め、国の補助事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工事を行い
ます。

＜事業内容＞
・災害復旧工事(園路復旧)

※補正前　16,200千円　⇒　補正後　100,300千円

9,380 市債

○ 台風２４号によって被災した公園施設の早期復旧を図るた
め、災害復旧事業箇所の測量設計業務委託を行います。

＜事業内容＞
・被災箇所の測量設計業務委託

※補正前　8,100千円　⇒　補正後　17,480千円

1,813 市債

○ 台風２４号によって被災した宮崎市高岡交流プラザ駐車場の
復旧工事を行います。

＜事業内容＞
・土砂除去　　　：94㎥
・側溝土砂除去　：(500型コンクリート蓋有）96ｍ
・杉倒木除去搬出：50本
・伐採材処理　　：7台

48,000 市債

○ 台風２４号の通過に伴う校舎等の破損、土砂崩れや樹木倒木
などの被害箇所の機能を回復することにより、児童・生徒等
の安全や快適な教育環境の確保を図るため学校施設の復旧工
事を行います。

＜事業内容＞
・急傾斜地崩壊対策工事：生目小、佐土原中
・渡り廊下屋根復旧　　：宮崎東小
・用務員室建替　　　　：生目中
・その他の復旧工事　　：小学校43校　中学校23校

災害
復旧
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【一般会計：債務負担行為】
(単位：千円)

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

次期「宮崎市地方創生総合戦
略」及び「みやざき共創都市
圏ビジョン」策定関連業務委
託

〔企画政策課〕
地方税共通納税システム連携
業務委託

〔情報政策課〕
介護職員就業・定着促進業務
委託

〔介護保険課〕
地域子育て支援センター運営
業務委託

〔子育て支援課〕
子ども食堂ネットワーク応援
事業

〔子育て支援課〕
産科・小児科等医療機関開設
及び継承等支援事業補助金

〔保健医療課〕

（追加）

総務

5,000

○ 地方創生のさらなる実現を目指すため、次期「宮崎市地方創
生総合戦略」及び「みやざき共創都市圏ビジョン」の策定に
関する業務を委託します。

＜委託内容＞
・みやざき共創都市圏の経済分析
・人口や都市機能の現状、動向等を踏まえた将来予測など

26,900

○ 税制改正を受け、地方税の電子納付推進を目的に整備される
「地方税共通納税システム」を利用した納税が開始されるた
め、必要なシステムの改修を行います。

＜参考　地方税共通納税システム＞
納税者が一度の手続きで複数の地方公共団体への電子納付が
可能となるシステム。(平成31年10月稼動予定)

民生

4,900

○ 介護職員等の就労支援、定着促進及び離職防止を図るため、
市内の介護サービス事業所等で介護職員等として就労を希望
する者を対象に、介護職員初任者研修を民間委託により実施
します。

＜委託期間＞
平成31年4月1日～平成32年3月31日(予定)

＜受講見込人数＞　70人

45,459
国(1/3)
県(1/3)

○ 子育て中の親子に交流の場を提供し、育児相談や親子講座等
を行う地域子育て支援センターの運営を民間委託により実施
します。

・権現地域子育て支援センター及びあおき子育て交流ひろば
・赤江東子育て交流ひろば
・青島子育て交流ひろば
・加納子育て交流ひろば

＜委託期間＞
平成31年4月1日～平成34年3月31日(予定)

4,400 国(1/2)

○ 子ども食堂の取組を応援するため、子ども食堂の利用相談や
開設相談、企業や団体等からの支援の申出に対応する「子ど
も食堂コーディネーター」を設置するとともに、運営団体と
関係機関の連絡会議を開催します。

＜委託期間＞
平成31年4月1日～平成32年3月31日(予定)

衛生 10,000

○ 小児科等医療機関を将来にわたって確保するため、施設の増
設により診療体制の拡充を図る医療機関に対し、費用の一部
を助成します。

＜補助対象・補助率＞
・新規開設等を行う小児科等医療機関
・建物建設費、医療機器購入費など
・補助対象経費の２分の１以内(上限10,000千円)
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

関西誘客プロモーション事業
補助金

〔観光戦略課〕
「宮崎で遊ぼう」観光誘客推
進事業補助金

〔観光戦略課〕
手ぶら観光周遊利用促進事業
補助金

〔観光戦略課〕
外国人向け観光体験メニュー
開発業務委託

〔観光戦略課〕
フラプロモーション推進事業
補助金

〔観光戦略課〕
外国人向け観光体験誘客推進
事業補助金

〔観光戦略課〕

12,500

○ 本市の認知度の向上と関西エリアからの観光誘客を図るため
に実施される、ターゲットや時期を絞った旅行商品の造成を
支援します。

＜事業内容＞
・宿泊費補助         1人1滞在2,000円/日
・カーフェリー補助 　1人1往復1,000円
・広告宣伝費

＜補助対象事業者＞
(公社)宮崎市観光協会

10,000

○ 県内36施設・約100種類のアクティビティを一本にまとめ商品化した
「宮崎で遊ぼうクーポン」の利用者数の増加を図るため、「宮崎で
遊ぼうクーポン」を観光素材とした旅行商品やポスター等広告宣伝
物の作成支援を行います。

＜補助対象事業者＞
(公社)宮崎市観光協会

2,000

○ 国内外からの観光客の周遊性・滞在性を向上させるため、空
港を拠点に民間事業者が取り組む手ぶら観光サービスにおけ
る広告宣伝費を支援します。

＜事業内容＞
・広告宣伝費　旅行商品パンフレット、イベント等
【手ぶら観光サービスの内容】
・宿泊施設への手荷物配送、手荷物一時預かり
・Ｗｉ－Ｆｉ機器の貸し出し
・「宮崎で遊ぼうクーポン」の販売
・「外国人旅行者用県内路線バス1日乗り放題乗車券」
　(ビジットみやざきバスパス)の販売

＜補助対象事業者＞
(公社)宮崎市観光協会

5,000

○ 宮崎ならではの地域資源を生かした観光体験メニューの開発
及びビジネスモデルの構築を促進するため、台湾をメイン
ターゲットに「官」「産」「学」「域」の連携を強化して取
り組みます。

＜事業内容＞
・魅力発見フィールドワーク（体験メニュー試行）
・通訳ガイド発掘
・ワークショップ（体験メニュー商品化検討）
・旅行会社等と連携した体験型旅行商品の造成・販売
・プロモーション

3,000

○ 宮崎ならではの強みを生かした特別感を創出し県外からの観光誘
客を図るため、フラ・フェスティバルMIYAZAKI実行委員会に対し、
イベント会場設営及び広告宣伝に係る経費を支援します。

12,000

○ 外国人旅行客の観光消費額の促進とリピーター獲得につなげ
るために実施される、個人旅行者をターゲットにした、ニシ
タチへの誘客と体験型旅行商品の造成販売を支援します。

＜事業内容＞
・中心市街地の飲食、買い物、交通等で使えるクーポンの
  付与
・旅行会社と連携した体験型旅行商品の造成販売
・Webサイトを活用したプロモーション

＜補助対象事業者＞
(公社)宮崎市観光協会

商工
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

青島ビーチ魅力アップ事業補
助金

〔観光戦略課〕

【一般会計：指定管理料】
(単位：千円)

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎市民活動センター指定管
理料

〔文化・市民活動課〕
宮崎市男女共同参画センター
指定管理料

〔文化・市民活動課〕
宮崎市高岡交流プラザ指定管
理料

〔高岡総合支所・地域市民福祉課〕

宮崎市男女共同参画センター
指定管理料（ファミリー・サ
ポート・センター分）

〔子育て支援課〕
宮崎市椿山森林公園指定管理
料

69,645

〔森林水産課〕

（追加）

商工 16,000

○ 青島ビーチへの来場者増加及び青島地域の活性化を図るた
め、ビーチの最高の空間・雰囲気を味わえる「青島ビーチ
パーク」の開設と来場者への利便性向上及び誘客につながる
イベント等に対する支援を行います。

＜事業内容＞
・ビーチハウスの設置・運営補助
・青島ビーチの魅力の発信
・青島ビーチパーク内の環境整備支援

＜補助対象事業者＞
渚の交番青島プロジェクト実行委員会

総務

135,000 使用料

○ 市民活動センターの管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(特非)宮崎文化本舗

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

137,200 使用料

○ 男女共同参画センターの管理運営を指定管理者に委託しま
す。

＜指定管理者候補者＞
・(特非)ドロップインセンター

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

103,435
県
使用料

○ 高岡交流プラザの管理運営事業を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(株)ＮＰＫ

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定）

民生 61,515
国(1/3)
県(1/3)

○ ファミリー・サポート・センター運営事業を宮崎市男女共同
参画センターの指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(特非)ドロップインセンター

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

農林
水産

○ 椿山森林公園の管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・宮崎中央森林組合

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎市田野物産センター等指
定管理料

〔田野総合支所・農林建設課〕
宮崎市内山農村研修センター
指定管理料

〔高岡総合支所・農林建設課〕
萩の台公園指定管理料

〔公園緑地課〕
阿波岐原森林公園（市民の森
等）指定管理料

〔公園緑地課〕
阿波岐原森林公園（国際海浜
エントランスプラザ南エント
ランス）指定管理料

〔公園緑地課〕
大淀川市民緑地等指定管理料

〔公園緑地課〕
宮崎市民プラザ指定管理料

〔文化・市民活動課〕
宮崎市民文化ホール指定管理
料

〔文化・市民活動課〕

農林
水産

7,330

○ 田野町域にある物産センターと道の駅施設の管理運営を指定
管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(有)田中漬物

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

255

○ 内山農村研修センターの管理運営を指定管理者に委託しま
す。

＜指定管理者候補者＞
・内山農村研修センター管理組合

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

137,133 使用料

○ 萩の台公園の管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・萩の台公園運営プロジェクト

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

244,416

○ 阿波岐原森林公園(市民の森及び国際海浜エントランスプラ
ザ北エントランス)の管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(一財)みやざき公園協会

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

154,209 使用料

○ 阿波岐原森林公園(国際海浜エントランスプラザ南エントラ
ンス)の管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・ＭＰａｒｋｓ＋ＰＨＯＥＮＩＸ

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

264,000

○ 大淀川市民緑地外３公園の管理運営を指定管理者に委託しま
す。

＜指定管理者候補者＞
・グリーンスマイルパートナーズ

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

教育

907,100
使用料
諸収入

○ 市民プラザの管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(公財)宮崎文化振興協会

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

931,155
使用料
諸収入

○ 市民文化ホールの管理運営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・ＭＳＧ・ＡＶＣグループ

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

土木
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎市総合体育館等指定管理
料

〔スポーツランド推進課〕
宮崎市北部土地区画整理事業
記念体育館等指定管理料

〔スポーツランド推進課〕
宮崎市久峰総合公園等指定管
理料

〔スポーツランド推進課〕
宮崎市きよたけ児童文化セン
ター指定管理料

〔生涯学習課〕

【一般会計：債務負担行為】
(単位：千円)

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

元号改正に伴うシステム改修
業務委託

〔資産経営課〕
〔市民課〕

スクールバス運行管理業務委
託

〔学校教育課〕
学校給食食材加工等業務委託
（３カ年度）（平成３０年
度）

〔保健給食課〕

（変更）

315,925 使用料

○ 総合体育館及び中央公園テニスコートの管理運営を指定管理
者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・(公財)宮崎市体育協会

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

201,380 使用料

○ 北部記念体育館、南部記念体育館、緑松体育館、広原体育
館、祇園ストリートスポーツ広場及び祇園運動広場の管理運
営を指定管理者に委託します。

＜指定管理者候補者＞
・宮崎ビルサービス(株)

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

251,112 使用料

○ 久峰総合公園及び佐土原武道館の管理運営を指定管理者に委
託します。

＜指定管理者候補者＞
・(一財)みやざき公園協会

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

49,140

○ きよたけ児童文化センターの管理運営を指定管理者に委託し
ます。

＜指定管理候補者＞
・(特非)みやざき子ども文化センター

＜指定期間＞
・平成31年4月1日～平成36年3月31日(予定)

総務 3,518 手数料

○ 平成31年5月に予定されている皇太子殿下の天皇即位に伴う
元号の改正に対応するため、必要なシステムの改修を行いま
す。

※補正前　20,370千円　⇒　補正後　23,888千円

教育

9,893

○ 宮崎交通(株)の路線バス（一里山～尾頭線）が廃止となるた
め、代替策としてスクールバスの本数を増便して運行し、児
童・生徒の通学時の安全を確保します。

＜増便路線＞
浦之名小学校区

※補正前　19,923千円　⇒　補正後　29,816千円

49,590

○ 効率的で安定した学校給食の運営を図るため、平成31年度か
ら新たに小学校１校の食材加工等業務を民間委託します。

＜対象調理場＞
・小松台小学校

＜委託期間＞
・平成31年4月1日～平成34年3月31日(予定)

※補正前　449,166千円　⇒　補正後　498,756千円

教育

対象システム 金額(千円)

公共施設経営システム 540

申請受付統計・郵便請求処理システム 2,978
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【特別会計】　
（公設合併処理浄化槽事業特別会計） (単位：千円)

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

〔廃棄物対策課〕

【特別会計：債務負担行為】
(単位：千円)

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

〔国保年金課〕

(単位：千円)

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

〔介護保険課〕

事業名

公設合併処理浄化槽整備推進事業
（ＰＦＩ）

（後期高齢者医療特別会計）（追加）

事業名

元号改正に伴うシステム改修業務
委託

（介護保険特別会計）（追加）

事業名

専門サービス型介護予防推進事業

53,642
分担金
国(1/2)
市債

○ 公設合併処理浄化槽の設置基数が計画を上回るため、設置実
績に基づき、所要額を増額します。

※補正前　182,130千円　⇒　補正後　235,772千円

＜内訳＞
　1市3町域：47,716千円
　清武町域： 5,926千円

599 繰入金

○ 平成31年5月に予定されている皇太子殿下の天皇即位に伴う
元号の改正に対応するため、ＭＣＷＥＬ後期高齢者システム
の改修を行います。

55,000

国(1/4)
県(1/8)
保険料
(1/2)
繰入金

○ 自立支援型地域ケア会議において、高齢者が在宅生活を継続
するための介護予防サービスの不足が判明したことから、65
歳以上の高齢者の自立支援・重度化防止を着実に実現するた
め、介護サービス事業所(基本的に地域自治区当たり1か所)
において、運動・栄養・口腔・認知に係る「複合的な介護予
防サービス」を提供します。

＜委託期間＞
平成31年4月1日～平成32年3月31日(予定)

-15-


